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世田谷電話線途絶事故と住民の行動
一一アンケー ト調査の結果から一一
1984年11月東京都世田谷区で発生した電話線途
絶事故は，一時的とはいえ日本全国に影響を及ぼ
した点から見て，この種の事故のなかでもかなり
大きなものといえるであろう。このような長期大
規模電話線途絶事故の先例としては1975年4月に
北海道旭川市で生じたものが挙げられる。しかし
この事故は全国紙で報道されていないばかりか，
北海道の地方紙で、もあまり大きく扱われていな
い。おそらく他の媒体においても同様で、あろう。
電話線への依存がますます高まっている現在，こ
の種の事故の発生可能性やその場合に生ずる影響
の大ききは人々の想像の圏外にあるとはいえな
い。しかしそれにもかかわらず，体験したことも
なくまた実際の事故に関する知識も与えられてい
ない人々にとって，何ほどか現実性のある災害像
を持つことは困難で、あろう。この意味でこのたび
の被災者はほとんど予想外の事故に遭遇したと言
える。人々にとって馴染みの災害ならば、，それに
際会した人々の行動は彼らのイメージを基として
分析することができる。これに対し，本件のよう
な災害時における行動は災害像・認知・行動といっ
た型では捉えきれない。このような観点から，今
回の事故にあたって人々がどのように振る舞った
か，その実態を知るべくアンケート調査を行った。
I 事故の概要
本事故の経過は第 1表の通りである九以下で
はこれを補足する形でその特徴などをあげる。な
お旭川における事故の概略を参考として掲げた
（第2表）。
本事故の直接の原因は世田谷電話局に近接した
洞道内のケーブル増設工事現場で発生した火災で
ある。火災自体は半日足らずで一応鎮火する程度
のものであったが，世田谷局管内の電話線が集中
している箇所で生じたため同局管内の電話はすべ
て不通となった（第 l図）。旭川での事故と比べて
この事故の影響が大きくなったのは，単に不通回
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線の量ばかりによるものではなし当管内に三菱
銀行と大和銀行との事務処理センターがあったた
めで，これがために短期間ではあるが一時は全国
的な事故となったのである （両行のオンラインが
全国的に回復するのは20日以降）。
電電公社の対処の仕方は，被災地が東京であり，
かっその面積や規模が大きいためか旭川の場合に
比べてかなり迅速で、ある。たとえば、旭川では必要
な機材の調達に 1週間を要し，仮復旧の工事が本
格化したのはそれ以降であるのに対し，世田谷で
は3日自の18日にはすでに工事が本格化してい
る。これは仮復旧で対処した前者と直接に本復旧
が可能だった後者との違いも関係していよう（た
だし，世国谷で本復旧による回復が決定したのは
19日ないし20日である）。また伝言サービスの開始
にも，前者が1週間後，後者が3日後という差が
ある。その一方で，旭川では翌日までに公衆電話
を復活させているのに世田谷では仮設電話の設置
という手段が取られている。これはおそらく被災
面積の大小（すなわち通話可能地区への近接性の
差）や域内公衆電話数の差などが関係しているの
であろう。なお，仮設電話の設置場所は新聞や区
役所 ・電電公社からの配布物によると第2図のよ
うになる。不完全な資料から即断はできないが，
第1図 被災地区
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第2図 仮設電話と防災無線の設置場所
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注） 17・21・22日分のみ仮設場所が明らかになっている。
仮設電話は次第に多くの箇所に設置されるととも
に，被災地区の周辺部から中心部に向けて設置さ
れていったと考えられる。これは一つには仮設電
話の一部は隣接の電話局に電話線を接続したこと
によるのであろう。
一方，世田谷区は種々の相談窓口を開設したり，
巡回車による用件の取り次ぎを行うなど被害に対
する処置は取っているものの，事故それ自体の周
知については防災無線（パンザ放送。第2図参照）
を使ったのみで，旭川とは違い広報車は使用して
いない。なお旭川の場合には消防署も広報車で事
故を知らせているが，世田谷の場合には不明であ
る。
復旧は局番を単位として行われ，かつ局番は必
ずしも地域的にまとまっていないため，復旧の進
展状況を地図に示すことは難しい。第3図は，そ
の日に主として復旧の始まった地区ないし復旧し
た世帯の存在する地区を示す程度にすき、ないが，
多少の目安にはなるであろう。これによる限り，
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第3回 復旧の進展状況
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20日早朝に誤って仮復旧した代田地区を除けば，
復旧はおおむね同心円状に進んでいったと言うこ
とカずできる。
電話線不通による著しい混乱や被害は発生しな
かったように見える。被害が比較的軽微で、あった
とすれは、，不通期間が短かったことと当初から本
復旧がなされたことによるであろう。前者は膨大
な人員（2000人以上）を投入し，そして－＿§＿は断
念した洞道の利用が可能になったことの結果であ
る。当初一ヵ月以上を要すると見られた工事は19
日には11月一杯に短縮され，さらに最終的には，
最大10日聞の不通で事態は収拾した。一方，仮復
旧ではなく本復旧の方針が採られたことは後遺症
的な被害を最小限にしたと思われる。旭川の場合
に明らかなように，仮復旧は一時的なものである
にもかかわらず本復旧には相当の時間を要する。
しかも可搬型交換機などを使用した仮復旧では機
械の処理能力の限界上，通話状態が良くないだけ
でなく通話量自体にも制限がある。
被害者に対する損害賠償については，電電公社
は公衆電気通信法の適用により形の上でのみ補償
を行った。これに対して世田谷電話火災被害者同
盟（1985年1月21日結成）を中心とする約100人が
3月22日に訴訟を起こしている。しかし被害の実
態，ことに金銭的な評価は困難であろう。世田谷
区商達によるアンケート調査の結果（第3表）で
は，被災地である世田谷地区の事業者さえ全体と
しては必ずしも被害を大きなものとは考えていな
いらしい。区商連自体，このアンケート調査以上
に被害の実態を調べる考えはなく，また賠償請求
の訴訟にも全〈関わっていないという。
I アンケート調査の結果
1 対象地区の設定 ・概要
被災者の悉皆調査は規模の点で困難なため，以
下のように 3地区を設定して各地区の約170世帯
を無作為抽出して配布し，回答は郵送によるアン
ケート調査を行った（各地区の世帯数・アンケー
ト実施数・回答率を第4表に示す。回答者は主婦）。
事故の記憶が鮮明なうちに実施することが望まし
いので，84年12月末に行ったが，準備が必ずしも
十分で、なかったためか質問の意味を取り違えたと
思われる回答も若干見られ，無効回答（無回答に
含めて集計）がやや多くなった（第 1図参照）。
電話線途絶による影響には，世帯により強弱の
差があってもそれに対処する方法には大差がない
と考えられるので，なによりも不通期間の長短と
利用可能な電話への近接性とが被害者の行動や不
便感に関係すると思われる。したがって，事故の
復旧や仮設電話の設置が同心円的に進んだので，
被災地区の周辺部と中心部とを対象とし，さらに
仮設電話の多少を考慮、して地区を設定した。実際
の回答によると（第6表Q6），復旧は B地区が
最もはやし AとCでは後者が多少とも早いが大
体同じ時期であり，所期の目的にかなっている。
地区設定の目的からすると，回答者自体は多様で、
あることが望ましいが，地区ごとの差は少ない方
が良い。回答者の属性（第5表）では B・C両地区
は比較的類似した様相を呈する。ただCの方が若
干若年層が多くそれだけに所得も低い。また家族
数も Cの方が多い。これらに対し A地区の回答者
は年齢が高〈主婦専業の比率も高い。世帯主の職
業・収入・居住年数などの点から見ても， AはB・
Cに比べてやや高級な住宅地に存在するものと考
えられる。
2 調査結果
本稿の目的は実態の把握にあるので以下では調
査結果（第6表～第11表）に即して特徴的な点を
列挙してみる。
まず，事故を何時・何によって知ったかという
質問は，「事故」を電話線途絶事故ではなくケーブ
ル火災事故と考えた回答者が多かったのか， B地
区では「直後」に「現場にいて知った」（「その他J
に集計）者が多い（他地区からの回答にはこの答
えはほとんどない）。この点を別にするとどの地区
でも 6割前後の人々は発生1時間以内に「事故j
を知っている。 12時直前に事故がおき，正午の
ニュース番組においてそれが報道されたのではな
かろうか。テレビについでは近所の人から知った
という回答が多しこの種の情報流通の一つの典
型を示している。ただA・B両地区においてはこ
の口コミがテレビに匹敵する比率を占めているの
に対し， Cではテレビが圧倒的に多〈近所はかな
り低い。 C地区は主婦専業が少なく，なんらかの
形て1裁を持っている者の比率が多いことと関係す
ると思われる。第7表から明らかなように専業主
婦はテレどによる者に劣らず近所から知った者が
多くいるが，有職者ではテレビのみが卓越するか
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らである。同じことは職場で事故を知ったとする
回答者の比率からも察せられる。また防災無線に
よって事故を知ったものが著しく少ないのは，一
つにはこの放送が聞き取りにくいためもあり，ま
た一つには放送が13時以降とやや遅い時期になさ
れたためでもあると思われる。なお，媒体の種類
と知った時刻とを相関させてみると（第8表），テ
レビに比セて近所から知る場合は時聞がやや遅
れ，職場で知った場合はさらに遅い点が指摘でき
る。
キャッシュカードが完全に使用不能となったの
は16日の午後半日だけであり，しかもこの間も通
帳による引き出しは可能であったから，キャッ
シュカードが使えずに困ったという回答は少な
い。 B地区で困った人が多かったのは被災の中心
として他の銀行やカードの使用可能な場所に出掛
けることが不便だったからではなかろうか。
電話不通により支障を受けた人の比率は A・
B・Cの3地区を通じて大差ないようである（第9
表。ただし第6表Q3によれば， C地区では困ら
なかったとする人の割合が比較的高い）。また，職
業別に見ると，自営業では全世帝が管理職でもほ
とんど全ての世帯が支障を認め，事務職の世帯よ
りも高率を示している（第10表）。
何らかの支障を認めた154人の半ばが，友人・親
戚なとやへの連絡と世帯主の自宅への連絡に支障が
あったとする。これは 3地区とも変わらず，また
世帯主の職業によっても違いはない。これにつぐ
のは取り引き上の連絡における支障である。これ
は当然のことながら事務給与の世帯に少なし管
理職や自営業の世帯に多い。とくに自営業の場合，
最も多くの世帯がこの支障を認めている。
多くの回答者が支障を認めているものほど，そ
れに対して種々の手段が取られている。その中で
も仮設電話の利用と他地域の電話の利用とが主た
る対策をなす。この両手段の比率に主として影響
するのは他地域への距離と仮設電話の便利さ（設
置台数・近接性など）とであろう。中心部である
B地区では仮設電話の利用が圧倒的に多しそれ
に対し A・C地区では他地域の電話利用率も高い。
Aでそれがとくに高いのは， Cに比べて仮設電話
の設置数が少なかったのではなかろうか。なお，
職業別に見ると自営業の世帯では仮設電話の利用
度が多少高くなっている。また，管理職の世帯で
は手紙の利用が目につく。
第11表によると，不通になっても困らなかった
とする人は必ずしも電話の使用量が少ないわけで、
はない。しかし，電話代の各階層の中では高額層
になるほど困らなかったという人の比率は低下す
る。表には示きないが，世帯主の職業と電話代と
を相関させると管理職の世帯では高額であること
がわかる（ 1万円以上が36.8%。5千円以上では
82.5%になる）。自営業の場合59.1%が5千円～
1万円の階層に属する。
伝言サービスは被災地区からは送信が難しい以
上，利用度が低いことは当然である。しかしその
なかでも，友人なと守への連絡や世帯主の自宅への
連絡など私的な場面での利用度は，取り引き上の
連絡のようないわば公的な利用にくらべて低い
（第9表）。
警察 ・消防への連絡に支障があったとする回答
はほとんどない。しかし，これらの機関に連絡で
きないことに対する不安を回答した者は少なくな
い。その点は医療機関についても同様で，潜在的
な支障と言うことができょう。
以上，アンケート調査の結果を中心として被災
者の行動を検討した。被災者はこの度の災害から
いかなる教訓を学びそして災害像を形成したか。
また，かなり大きく報道されたために直後の被災
者でない人々もこの穫の事故に現実味を感じたで
あろうが，その災害｛象はいかなるものであろうか。
これらの点は今後の課題である。
［付記］ アンケートにご協力くださった方々，な
らびに調査に応じていただいた世田谷区役所市民
の声課および世田谷区商店街連合会の方々にお礼
申し上げます。なおデータの処理にあたっては東
京都立大学院生の矢野桂司氏に御助力いただい
た。
｝王
1) 電電公社より資料を入手できなかったため，
第1表および以下の記述は新聞記事および世田
谷区役所・世田谷区商店街連合会からの聴き取
りなどによる。
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第 1表事故の経過
16日 11時50分：世田谷電話局洞道のケーフル増設工事
（金） 現場で火災発生。一般加入電話、約89,co回線、デ
ータ回線・専用線、約4,0CD回線が不通となる。
12時50分．電電公社、災害対策本部を設置。世田
谷区、パンザ放送により事故を広報。以降も定期
的に放送。
夕方までに区役所・国立小児病院等に臨時回線設
置。火災現場および主要道路沿いに仮設公衆電話
(6ヶ所48回線。夜半までに120回線に増設）
夜、国会議員宅（15）に電話を仮設。三菱銀行のた
めの迂回線設置を始める。電電公社、復旧までに
1ヶ月以上かかると発表。
22時30分火災は一応鎮火（完全鎮火は17日4時
37分）。
17日 早朝までに重要加入者の約6害IJ(l72回線）を回復。
（土） 仮設公衆電話31ヶ所383回線に増加（この日のう ち
に483回線に）。
8時30分：世田谷区、対策本部設置。
午前中に三菱銀行が西日本および首都圏の一部で
オンライン回復。大和銀行が首都圏の一部でオン
ライン回復。
午後、重要加入者の約8割（285回線）回復。残りの
75回線も18日早朝までに復旧の見込み。郵政省、
対策本部を設置。電報の利用多〈配達し残す。
18日 夜までに重要加入者はほぼ完全に復旧。
（月） 世田谷電話局脇にチェスコム秘書センターが出店。
19日 世田谷区、朝刊チラシと広報車とにより仮電話番
（月） 号の広報と用件の取り次ぎを行う。
8時半より伝言取り次ぎサービス開始。22時まで
に電話3,730件・ファクシミ リ362件を受け、 900件
以上を積み残す。
電電公社、今月中に復旧の見込みと発表
20日 早朝までに一般加入電話約730回線が仮復旧。重要
（火） 加入者（178）の332(? ）回線・専用線701回線（不通
のうちの半分以上）が復旧。
21時・一般加入電話389回線が本復旧。
不通地区相互発着｛言の郵便物の速達扱い開始。
仮設公衆電話30ヶ所570回線。
21日
一般加入電話86回線復旧。
（水）
22日
一般加入電話約13,000回線復旧。
（木）
23日 17時までに11,000回線復旧。
（金） 深夜までにさらに約7,000回線が復旧（計31,900,
全体の36%）。
16時までの伝言取り次ぎは973件。
24日 17時まで約45,800回線復旧（計77,700。全体の
（土） 87%）。
25日 早朝までに全面復｜目。
（日） 早朝、仮設電話93ヶ所800台を撤廃。
22時 ：伝言取り次ぎを中止。
資料・朝日新聞・日本経済新聞・その他
第2表旭川市電話線途絶事故（1975）の経過
4/20 13時30分 ：旭川電話局東光電話交換局で火災が発
（日） 生(1時間ほどで鎮火）。東光豊岡地区およびその
周辺の18,500回線（全市の22%）が不通となる。
夜、市および消防署が広報車4台で事故を広報。
4/21 午前のうちに病院・学校 詩察・選挙対策事務所な
（月） ど76利用者341回線および公衆電話265回線（98%)
が仮復旧。
深夜までにさらに4CD回線復旧（官公庁の出先機関
－消防署員宅・福祉家庭など）
完全復旧の見通しはし、まだ立たず。
4/22 夜までに1,240回線（ 6%）が復旧。
（火） 必要な機材が集まるのは28日以降のため全回線の
復旧は月末か5月の見込み。
4/23 復旧1,376回線。仮復旧は5月15日の見通し。
（水） 本復旧は今年一杯かかるか。
4/25 
復l日1,800回線。
（金）
4/26 27日から復旧が本格化し、 5月10日頃に全回線復
（土） 旧の見込み。 27日より仮復旧の予定と仮番号とに
ついて問い合わせに答える予定。
4/28 市外からの緊急の用｛牛に対し伝言サービスを開始
（月） する（初日27件）。
4/29 
（火）
復旧約5,000回線に。
5/ 1 朝までに2,7Cヨ回線復旧（計7,700）。
（木） 午後のうちにさらにしBCD回線復旧。
翌朝までにもう2,0CO回線が復旧の見込み。作業は
6日までに短縮できる見通し。
5/ 3 正午までに復｜日16,500回線に。残りの 2,500回線
（土） も6日夕までに復旧の見込み。
5/ 6 夕方までにほぼ全面復旧。
（火） 本復旧は 5月中旬から工事が始まり。今秋までか
かるか。
5/10 7日の全面復旧後、 8自のうちに約120件、その後
（土） 10日正午までに90件の未復旧が発見される。
7 I 1 6月2日に始まった局舎の補修が終わり、この日
（火） から本復旧の工事始まる。
9/18 
（木）
10月10日0時に本復旧の見込み。
10/10 
（金）
本復旧。
資料：北海道新聞
? 、
?
??
第3表 ケーブル火災被害状況 （%）
会員数 図書数 回答率 大 中 担 不明
世田谷 2,432 822 33.8 13.3 33 .5 46.0 6.1 1.1 
北沢 3,254 348 10. 7 13.8 29.3 39.4 17 .0 0. 5 
玉川 2,564 255 9. 9 9.4 20.8 30.6 36.5 2. 7
砧 1,923 18 0.9 16. 7 22.2 44.4 16. 7 
合計 10,173 1,443 14.2 12.8 30.1 41.6 14.2 1.3 
売上減%。 -10 ～20 ～30 -40 ～50 -60 ～70 -80 -90 ～ 100 記入無不明
世間谷 7.8 22.6 16.3 12.7 4.5 5.5 0.5 1.5 1.8 1.1 0.2 24.3 1.2 
北沢 19.5 20.4 16.1 8.3 3.2 3.2 1.7 1.4 1.2 0.3 1.2 23.0 0.5 
玉川 36.5 11. 8 7 .1 5. 1 1. 6 2. 4 - 2. 0 - 1. 3 29.8 2.6 
石占 16.6 11.1 11.1 5.6 5. 6 50.。
合 計 15.8 20.0 14.6 10.1 3.6 4.3 0.7 1.6 1.4 0.9 0.4 25.3 1.3 
資料 『世田谷区商連報』 （1985年 4月10日号） 第4表 調査地区とアンケート配布数・回答教
第7表 事故を知った媒体と回答者の
職の有無との関係（%）
Q2¥A2 無回答 定職 タイム 主婦専業
無回答 35. 7 2.2 
テレビ 35. 7 40.0 47 .1 36.2 
ラジオ 6. 7 5.9 3.2 
新 聞 6. 7 2.1 
防災無線 3.2 
広報車 7. l 4.4 
家 族 7 .1 4.4 6.4 
近所の人 7.1 13.3 23.5 27.7 
1哉 場 13.3 5.9 
その他 7 .1 8.9 17 .6 21.3 
実数 14 45 17 94 
伍） A2、Q2の詳細は第5表、第6表を参照
（以下の表ても同様）
実数
6 
65 
7 
5 
3 
3 
9 
37 
7 
28 
170 
第8表事故を知った時刻と媒体との関係（%）
Ql ¥ Q2 無回答 テレビ ラジオ 新聞 防災無線
無回答 100.0 1.5 
直 後 44.6 28.6 66. 7 
～1時間 21.5 14.3 33.3 
2～ 3 12.3 28.6 
4～ 5 12.3 40.4 
6～時間 7. 7 14.3 40.4 
翌 日 14.3 20.0 
実数 6 65 7 5 3 
世帯数 アンケー卜
地区
配布数（b) (a) 
A 3,619 167 
B 3,054 166 
C 3,359 167 
A.代印 1丁目・代沢4丁目
B＂三軒茶屋2丁目
回答数
( C ) 
65 
47 
58 
c：野沢2丁目・ 4丁目 ・ーと馬 3丁目
回答率 c/a 
c/b(%) （%） 
38.9 1.8 
28.3 1.5 
34. 7 1. 7 
第I表 電話の利用度（A6）と不便き（Q3）との
関係（実数）
A6¥Q3 無回答送信受信送受国｛吾百 困らなかった 合計
無回答 5 1 1 8 
～ 2,500 1 3 3 1 8 
～ 5,000 2 10 13 17 5 47 
～10,000 2 12 14 40 5 73 
10,000- 1 3 2 28 34 
合計 10 26 33 89 12 170 
広報車 家 族 近所の人 職場 その他 実数
2.7 8 
33.3 37 .8 14.3 67.9 70 
33.3 22.2 24.3 14.3 7.1 31 
33.3 10.8 28.6 7.1 21 
33.3 11.1 10.8 28.6 10. 7 21 
33.3 13.5 14.3 7.1 17 
2 
3 9 37 7 28 170 
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第 5表 アンケート回答者の属性（%） 第6表項目別地区;JI集計結果（%）
全f本 A地区 B地区 C地区 全体 A地区 B地区 C地区
A 1 年 齢 Q 1 いつごろ事故の発生を知ったか
無回答 4. 7 1.6 8.5 5.2 無回答 4. 7 3.1 6.4 5.2 
20代 6.5 6.3 2.1 10.3 発生直後 41.2 35.9 57.4 34.5 
30代 15.9 14.1 21.3 12.1 
40代
1時間くらいあと 18.2 17.2 8.5 25.9 
25.3 31.3 19.1 24.1 
50代 28.8 23.4 31.9 32.8 
2～3時間後 12.4 15.6 10.6 10.3 
60歳以上 18.8 23.4 17.0 15.5 4－て5時間後 12.4 17.2 8.5 10.3 
A2 仕事の有無 6時間以上の当日 10.0 9.4 8.5 12.1 
無回答 8.2 6.3 10.6 8.6 翌日以降 1.2 1.6 I. 7 
定職についている 26.5 21.9 23.4 34.5 
パートタイム・アルバイトなど 10.0 7.8 10.6 12.1 
Q2 事故について最初に知ったのは何によるか
主婦専業 55. 3 64. 1 55. 3 44. 8 
無回答 3.5 1.6 6.4 3.4 
A3 同居している家族の数 テレビ 38.2 37.5 23.4 51.7 
無回答 7.6 1.6 12.8 10.3 ラジオ 4.1 3.1 8.6 
1 人 11. 8 9.4 8.5 17.2 新聞 2.9 6.3 I. 7 
2 人 19.4 20.3 23.4 15.5 防災無線 1.8 5.2 
3 人 20.6 25.0 14.9 19.0 広報車 1.8 3.1 2.1 
4 人 22.9 21.9 19.1 27.6 家 族 5.3 4.7 8.5 I. 7 
5 人 12.4 17.2 12.8 6.9 
6人以上 5.3 4.7 8.5 3.4 
近所や通りがかりの人 21.8 26.6 25.5 13.8 
A4 世帯主の職業 職 場 4.1 1.6 6.4 5.2 
無回答 10.0 9.4 17.0 5.2 その他 16.5 15.6 27.7 8.6 
事務給与 30.0 20.3 38.3 32.8 Q3 この事故によりどのような点で困ったか
労務給与 3.5 4.3 6.9 無回答 5.9 4.7 8.5 5.2 
商工・サービス・自営業 12.9 15.6 10.6 12.1 
自由業・管理職 33.5 45.3 23.4 29.3 
どちらかといえば送信で 15.3 17.2 14.9 12.1 
主婦
どちらかといえば受信で 19.4 17.2 27.7 15.5 
無職 ・その他 10.0 9.4 6.4 13.8 送受信ともに 52 .4 56. 3 44. 7 55. 2 
A5 居住年数 困らなかった 7 .1 4. 7 4.3 12.1 
無回答 7.1 3.1 8.5 10.3 Q4 預金の自動引き出しに支障があったか
1年未満 7.1 4. 7 8.5 8.6 
l年～3年未満 4.1 7 .8 2.1 I. 7 
無回答 10.6 7.8 14.9 10.3 
3年～7年未満 11.8 6.3 19.1 12.1 
支障が起きた 13.5 9.4 29.8 5.2 
7年～15年未満 12.9 7.8 12.8 17.2 支障は無かった 75.9 82.8 55.3 84.5 
15年以上 57 . 1 70. 3 48. 9 50. 0 Q5 引き出しに支障があった場合の対策
A6 1ヶ月の平均電話代
無回答 79.4 84.4 63.8 86.2 
無回答 4. 7 8.5 6.9 
2,500円未満 4. 7 3.1 4.3 5.2 
他の銀行の自動引き出しを利用 4. 7 3.1 8.5 3.1 
2,500～5,000円未満 27.6 25.0 23.4 34.5 自動引き出しができる場所まて・行った 2.9 8.5 I. 7 
5,000～10,000円未満 42.9 45.3 51.1 34.5 あきらめた 12.9 12.5 19.1 8.6 
10,COO円以上 20.0 26.6 12.8 19.0 
Q 6 1l旧はいつごろか
A7 世帯の所得
無回答 9.4 7.8 12.8 8.6 
無回答 4.1 1.6 8.5 3.4 
300万円未満 12.4 12.5 4.3 17.2 6日後まで 4.1 
- 10.6 3.4 
300～500万円未満 24.1 17 .2 36.2 22.4 7-8日1i長 34.7 34.4 40.4 31.0 
500～800万円未満 26.5 23.4 23.4 32.8 9日後以降 52.9 59.4 40.4 55.2 
800万円以上 27 .6 39.1 23.4 19.0 忘れた 4.1 4. 7 6.9 
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第9表地区別に見た支障の穏類と対策（%）
支 商売や取 緊急医療 野察 1商 友人、冠 世帯主の
際 り引き、
機関への
防への連 婚葬祭な 勤務先か連絡、区
勤務先な 役所への 絡 ど ら自宅へ
ど仕事上 書類請求・ 連絡問い合わ 実数
の支障 せ、保健
所・学校
対 など公共
機関への
策 連絡
実数 62 25 4 84 75 154 
1 16.1 16.0 50.0 16. 7 44.0 50 
全 2 32.3 44.0 7.1 6. 7 35 
3 30.6 24.0 25.0 26.2 10. 7 52 
4 64.5 44.0 25.0 66. 7 33.3 106 
5 9.7 3.6 4.0 12 
体 6 11. 3 8.0 1. 2 10. 7 14 
7 16. l 4.0 25.0 2. 7 36 
8 3.2 25.0 3.6 1.3 8 
実数 23 8 37 30 60 
A 1 21. 7 25.0 100.0 32.4 56.7 27 
2 34.8 37.5 8.1 6.7 14 
3 52.2 50.0 29. 7 10.0 27 
t也 4 69.6 37.5 56.8 20.0 36 
5 8.7 2. 7 6. 7 4 
区 6 13.0 12.5 2.7 10.0 6 
7 13.0 12.5 24.3 14 
8 4.3 100.0 2. 7 4 
実数 15 9 1 18 24 40 
B 1 13.3 5.6 41. 7 12 
2 53.3 44.4 11.1 8.3 13 
3 13.3 11.1 22.2 8.3 8 
士也 4 53.3 55.6 lCO.O 77.8 41. 7 32 
5 6.7 1 
区 6 6.7 11.1 8.3 4 
7 20.0 22.2 4.2 8 
8 5.6 1 
実数 24 8 2 29 21 52 
C 1 12.5 25 .0 50.0 3.4 28.6 11 
2 16. 7 50.0 3.4 4.8 8 
3 20.8 12.5 50.0 24.1 14.3 17 
地 4 66.7 37. 5 72.4 42.9 38 
5 12.5 6.9 4.8 7 
区 6 12.5 14.3 4 
7 16. 7 27.6 4.8 14 
8 4.2 3.4 4.8 3 
1 あきらめた
2. 直接出向いた
3.電話のできる地域の
公衆電話を利用
4. 仮設電話を利用
5. 電報を利用
6.伝言サービスを利用
7. 手紙・業蓄を利用
8. その他
＊番号は第10表と共通
第10表 世帯主の職業別に見た支障の種類と対策（%）
一λ← 商売や取 緊急医療 警察・消 友人、冠 世帯主の
降 り引き、
機関への 防への連 婚葬祭な 勤務先か
連絡、区
勤務先な 役所への 絡 ど ら自宅へ
ど仕事上
書類請求・ 連絡問い合わ 実数
の支障 せ、保健
所・学校
対 など公共
機関への
策 連絡
実数 10 7 2 26 30 47 
事 1 14.3 50.0 3.8 43.3 14 
2 20.0 42.9 3.8 3.3 5 
務 3 30.0 28.6 19.2 16. 7 12 
4 70.0 71.4 50.0 80.8 40.0 34 
車合 5 20.0 7.7 4 
6 20.0 13.3 6 
与 7 26.9 3.3 8 
8 
実数 4 1 1 1 4 5 
労 1 25.0 100.0 100.0 25.0 2 
2 50.0 50.0 3 
務 3 25.0 100.0 25.0 3 
4 50.0 25.0 3 
中古 5 25.0 1 
6 1 
与
7 25.0 1 
8 1 
実数 15 5 7 7 22 
1 6. 7 14.3 42.9 5 
自 2 33.3 60.0 14.3 7 
3 26. 7 20.0 14.3 7 
営 4 73.3 20.0 85. 7 18 
5 6. 7 1 
業 6 13.3 20.0 28.6 3 
7 26. 7 20.0 5 
8 
実数 30 9 1 35 29 56 
1 26.7 22.2 100.0 25. 7 44.8 23 
会目式 2 33.3 33.3 11.4 3.4 14 
3 33.3 22.2 28.6 6.9 19 
理 4 66.7 55.6 60.0 37.9 40 
5 6.7 2.9 10.3 6 
耳哉 6 10.0 2.9 6.9 4 
7 16. 7 28.6 3.4 15 
8 6. 7 100.0 5. 7 3.4 6 
? ???
?
